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1 当初アンケート調査 

1.1 募集期間と方法 

募集期間：2025（令和 7）年 11 月 5 日～2025（令和 7）年 11 月 19 日まで 

方  法：交野市 HP にアンケート調査事業概要、ウォーターPPP 導入検討に関する説明資料、

アンケート調査票を掲載 

 

1.2 結果の取りまとめ 

1.2.1 実施概要 

当初アンケート調査の実施概要を表 1-1 に示す。維持管理（下水道）4 社、維持管理（上水道）

1 社、更新工事 3 社、コンサルタント 1 社、その他 1 社の計 10 社より回答があった。 

 

表 1-1 第 1 回 MS の実施概要 

項目 結果 

実施期間 令和 7 年 11 月 5 日～11 月 19 日 

回答方法 アンケート調査票（Microsoft Excel）を用いたメール回答 

回答数 

 

 

維持管理（下水道）：4 社 

維持管理（上水道）：1 社 

更新工事     ：3 社 

コンサルタント  ：1 社 

その他      ：1 社 

  

コンサルタント
1

維持管理

(下水道)
4

維持管理

(上水道)
1

更新工事
3

その他
1
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1.2.2 回答結果 

a) Q1-1 該当する業種・業務分野 

御社が該当する業種・業務分野を選択してください。（複数回答可、該当するものに〇） 

 

 
図 1-1 該当する業種・業務分野 

 

b) Q1-2 参入実績のある官民連携事業の形態 

御社が過去に参入したことのある官民連携事業の形態についてご回答ください。（複数回答可） 

 

 
図 1-2 参入実績  
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c) Q1-3 官民連携事業への参入時の体制 

御社が過去に参入したことのある下水道事業における官民連携事業の参入時の体制について

ご回答ください。（複数回答可） 

 

 

図 1-3 官民連携事業への参入時の体制 

 

d) Q1-4 官民連携事業の市内・府内実績 

御社が実施している 1-1、1-2 の業務実績について、交野市内、大阪府内での業務実績の有無に

ついてご回答ください。（複数回答可） 

 

 

図 1-4 官民連携事業の市内・府内実績 

  

4

6

9

1

（企業数）

7

7

1

（企業数）



 

4 

e) Q2-1 参入意向  

交野市がウォーターＰＰＰ等を導入する場合、参入または参入を検討したいと思いますか。 

 

►「参入または参入検討をしたいと思う」と回答した企業は維持管理（下水道）4 社、維持管理

（上水道）1 社、コンサルタント 1 社、その他 1 社の計 7 社であった。 

►「現時点では不明」と回答した企業は更新工事 4 社であった。これは、本市がレベル 3.5 更新

支援型の導入を検討しているためと考えられる。 

 

 
図 1-5 参入または参入検討をしたいと思う企業数 
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f) Q2-2 事業への関心度合いを高めるための要件・要望等 

設問 2-1 で「参入または参入検討をしたいとは思わない」「現時点では不明」と回答いただいた

場合において、本市での事業への関心度合いを高めるための要件・要望等がありましたらご回答

ください。（自由記述） 

 

► 事業への関心度合いを高めるための要件・要望として「コンストラクションマネジメント導

入に関する検討業務」、「上水の管路 DB」、「更新工事」等を事業に含めることが挙げられた。 

 

表 1-2 事業への関心度合いを高めるための要件・要望等 

 

  

事業への関心度合いを高めるための要件・要望等

更新支援型の場合、弊社が得意とする業務分野（コンストラクションマネジメント等）が限
られることから、現時点では判断できません。例えば、１０年後にコンセッションに移行するに
あたっての準備として、コンストラクションマネジメント導入に関する検討業務などが含まれれ
ば、当社としては参画を検討することが可能になると考えております。
・上水の管路DB
・センシング機器を活用した上水道管路の維持管理（監視業務）
・上水道の更新計画策定
弊社は上下水道管路の更新（改築）工事の業務を検討しているため、貴市が検討されて
います更新（改築）工事を含まない業務範囲については基本的に参入を見送る方針で考
えております。
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g) Q3-1 希望する業務、対応方法及び実績【下水道に関する業務】 

「①本業務で希望する業務（ウォーターPPP に含めてほしい業務/含めても問題ない業務）」「②

対応方法」、「③類似業務実績」について、該当する箇所に「〇」をご記入ください。 

 

1) ①本事業で希望する業務 

► いずれの業務も 6 社以上の希望があった。 

 

 

図 1-6 希望する業務（下水道全体・下水道管路） 

 

 

図 1-7 希望する業務（マンホールポンプ） 
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2) ②対応方法 

►「自社で対応」の回答が最も多い業務は「統括管理業務」（7 社）であった。 

►「排水設備確認申請受付」、「排水設備工事完了検査」、「更新（改築）設計業務」、「汚泥処分」

は、「自社で対応」の回答が 1 社のみであった。 

 

 
図 1-8 対応方法（下水道全体・下水道管路） 

 

図 1-9 対応方法（マンホールポンプ） 
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3) ③類似業務実績 

►「コンストラクションマネジメント（MP 更新）」を除く全ての業務で、「実績あり」の回答

があった。 

► ただし、「更新（改築）積算業務」、「更新（改築）設計業務」、「一定金額以上の修繕」、「他

工事立会」、「雨天時浸入水対策計画」、「二次災害防止」等の業務は、「市内実績あり」の回

答がなかった。 

 
図 1-10 類似業務実績（下水道全体・下水道管路） 

 

図 1-11 類似業務実績（マンホールポンプ） 
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h) Q3-2 希望する業務、対応方法及び実績【上水道に関する業務】 

「①本業務で希望する業務（ウォーターPPP に含めてほしい業務/含めても問題ない業務）」「②

対応方法」、「③類似業務実績」について、該当する箇所に「〇」をご記入ください。 

 

1) ①本事業で希望する業務 

► いずれの業務も 3 社以上の希望があった。 

 

 
図 1-12 希望する業務（上水道） 
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2) ②対応方法 

►「自社で対応」の回答が最も多い業務は「統括管理業務」（5 社）であった。 

►「水道料金徴収業務」、「一定金額以上の修繕」、「一定金額以下の修繕」、「水管橋点検業務」、

「漏水調査業務」等は「自社対応」の回答が得られなかった。 

 

図 1-13 対応方法（上水道）  
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3) ③類似業務実績 

► 全体的に回答企業が実績を有する業務が少なく、「事故対応」、「住民対応」、「局日直」のみ

「市内実績あり」の回答があった。 

 

 

図 1-14 類似業務実績（上水道） 
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i) Q3-3～Q3-8 ウォーターPPP に含める業務への意見 

►「修繕業務」をウォーターPPP に含まることは「問題ない」と回答した企業は 7 社であり、

パッケージ化を希望する意見が多かった。 

►「水道料金等徴収業務及び給水装置工事検査等業務」をウォーターPPP に含めることは「問

題ない」と回答した企業は 1 社のみであった。 

 

 

図 1-15 ウォーターPPP に含める業務への意見 
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*1社回答なし
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表 1-3 ウォーターPPP に含める業務への意見内容（1/2） 
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表 1-4 ウォーターPPP に含める業務への意見内容（2/2） 
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j) Q3-9,Q3-10 技術的取組への意見 

► 技術者の市内常駐については、「常駐可能」の回答が 4 社であった。 

► 雨天時浸入水対策の取組提案については、「提案可能」の回答が 4 社であった。 

 

 

図 1-16 技術的取り組み内容への意見 

 

表 1-5 技術的取組への意見内容 
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Q3-10 雨天時浸入水対策の取組提案

*1社回答なし
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k) Q3-11 対象業務についての懸念点等 

対象業務について、その他の懸念点や市に配慮を望む事項があれば、理由と合わせてご記入く

ださい。 

 

表 1-6 対象業務についての懸念点等 

 

  

対象業務に対する懸念点や
配慮を望む事項

その理由など

官民の役割分担とリスク分担

官民連携事業では、官民の役割分担とリスク分担を明確にすることが重要と
考えております。最もリスクを管理できる者がリスクを負担するという原則に基
づき、適切な役割分担の設定や民間のリスクテイクに対して適切なインセン
ティブが働く制度設計の検討いただくことと、物価上昇は当面継続すると考え
ており、役務が中心となる事業については、物価変動に伴う適切な物価スライ
ドの実施を望みます。なお、八潮市での道路陥没のような民間事業者では負
うことができないリスクもありますので、適切なリスク分担となるよう、事業化に
当たってはご配慮いただければと考えています。

水道事業のバンドリング 水道事業と下水道事業のバンドリングにメリットがあるのか不明
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l) Q4-1 希望する対象施設 

ウォーターＰＰＰへ参入する場合に、貴社が希望する施設についてお答えください。（複数回答

可） 

 

 
図 1-17 希望する対象施設 

 

Q5-1 想定する体制  

交野市下水道事業がウォーターＰＰＰ等を導入すると仮定した場合に、貴社が想定している（可

能性がある）体制についてお答えください。（複数回答可） 

 

 
図 1-18 想定する体制 
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m) Q5-2 希望する官民連携事業方式 

交野市がウォーターＰＰＰ等を導入すると仮定した場合、貴社が希望する官民連携事業方式に

ついて回答してください。（複数回答可） 

 

 

図 1-19 希望する官民連携事業方式 

 

n) Q6-1 ウォーターPPP の４要件他に関する意見 

ウォーターPPP の４要件他に関する意見、参加意欲向上のための要望、課題等について、自由

に記入ください。 
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5
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表 1-7 ウォーターPPP の４要件他に関する意見 
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Q6-2 参入の検討における懸念点等 

交野市下水道事業がウォーターＰＰＰを導入する場合、貴社の参入または参入の検討における

懸念点や不安点についてお答えください。（複数回答可） 

 

 
図 1-20 参入の検討における懸念点等 
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2 追加アンケート調査 

2.1 募集期間と方法 

募集期間：2025（令和 7）年 12 月 9 日～2025（令和 7）年 12 月 15 日まで 

方  法：アンケート調査回答企業へ追加アンケート調査票を送付 

 

2.2 結果のとりまとめ 

2.2.1 実施概要 

追加アンケート調査の実施概要を表 1-1 に示す。維持管理（下水道）4 社、維持管理（上水道）

1 社、更新工事 2 社、コンサルタント 1 社、その他 1 社の計 9 社より回答があった。 

 

表 2-1 第 1 回 MS の実施概要 

項目 結果 

実施期間 令和 7 年 12 月 9 日～12 月 15 日 

回答方法 アンケート調査票（Microsoft Excel）を用いたメール回答 

回答数 

 

 

維持管理（下水道）：4 社 

維持管理（上水道）：1 社 

更新工事     ：2 社 

コンサルタント  ：1 社 

その他      ：1 社 

  

コンサルタント
1

維持管理

(下水道)
4

維持管理

(上水道)
1

更新工事
2

その他
1
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2.2.2 回答結果 

a) 質問 1 雨水施設について 

雨水施設（雨水管路及び雨水調整池）は、現在、本市土木整備課（一般会計）で河川とともに

管理されており、上下水道統合準備室への移管予定はありません。 

このことを踏まえて、雨水施設をウォーターPPP の対象施設として希望する/希望しないについ

て、ご意見をお聞かせください。 

 

►「希望する」が 1 社、「希望しない」が 4 社であった。 

► その他は「回答困難」、「含めることは問題ない」等の回答であった。 

 

 

図 2-1 質問 1 の回答 

 

b) 質問 2 上下水道一体での実施について 

水道事業の委託業務としては、現状は「水道管路維持管理等業務」「宿日直代行業務」「水道料

金等徴収業務及び給水装置工事検査等業務」がありますが、そのうち「水道管路維持管理等業務」

のみをウォーターPPP に含める場合、貴社の参入意欲への影響をお聞かせください。 

参入意欲が低下する場合、低下しないために必要な条件等があればお聞かせください。 

なお、本市では水道事業のみのウォーターPPP の導入は検討していません。 

 

►「参入意欲は低下する」が 3 社、「参入意欲は低下しない」が 6 社であった。 

 

 

図 2-2 質問 2 の回答 

  

4

4

1

0 1 2 3 4 5

その他

希望しない

希望する

（企業数）

6

3

0 1 2 3 4 5 6 7

参入意欲は低下しない

参入意欲は低下する

（企業数）
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c) 質問 3 大阪広域水道企業団との統合について 

水道事業について、現時点でウォーターPPP 期間中に大阪広域水道企業団との統合を行わない

ことの確約は難しい状況です。 

「水道管路維持管理等業務」のみをウォーターPPP に含める場合を前提として、ウォーターPPP

期間中の広域水道企業団との統合に関しての懸念事項があればお聞かせください。 

 

表 2-2 質問 3 の回答 

 

  

回答
広域水道企業団との期間中の統合については、現状なんとも言えないが、受託しているJVメン
バーが大幅に変更すること、またウォーターPPPに統合されることに対するメリットが見えないことに
懸念。
懸念事項はございません 。
企業団との統合後も継続して請け負っていきたい。
当初の公募段階で、統合による効果や課題対応を踏まえたうえで参画するものと想定されます
が、統合により、当該業務に関する契約が変更される場合に、契約分離等に伴う業務量の増
が発生することが想定されます。
契約期間の途中において、これらの費用分担や役割分担を調整することは極めて困難であると
考えます。少なくとも統合による費用の増加、リスクの増に関しては、官側が全て負うという条
件が必要になるのではと考えます。
現時点ではわからない
組織のスリム化（前述同様縦割りを防止）により柔軟に対応できるよう誘導されてはいかがで
しょうか。民間企業も従事者の確保に苦慮しているため、性能発注を徹底いただき、少人数先
鋭で運営できるような形にできれば、企業団統合による事業譲渡は特に問題ないとも考えま
す。
・業務の引継ぎについて（民間からどこに業務を移行するのか等）
・契約内容変更に伴う違約金の発生について（市→民間事業者）
期間中に要求水準の変更が生じる場合には柔軟にご対応頂きたいと考えております。
大阪広域水道企業団と統合した場合でも管路維持管理については、各水道センターでの対応
になるのではないかと考えるため問題ないと思いますが、今年統合した八尾水道センターに確認
するのがベターだと思います。
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d) 質問 4 技術者の常駐について 

技術者の常駐については、現状の交野市下水道施設包括的管理業務委託と同様に、「本市及び住

民からの連絡を 24 時間 365 日受付が対応な体制をとり、住民対応・事故対応業務について速や

かに対応できる体制を整えること」を条件とする予定であり、市内の事務所設置は任意事項とし、

事業者様側で対応方法を検討していただきたいと考えています。 

このことを踏まえて、貴社において技術者の常駐への対応が可能であるかご意見をお聞かせく

ださい。 

 

►「対応可能」が 4 社、「対応困難」が 2 社であった。 

► その他は「要検討」、「コンストラクションマネジメント業務が含まれる場合は対応可能」等

の回答であった。 

 

 

図 2-3 質問 4 の回答 

 

3 アンケート調査結果のまとめ 

当初アンケート結果より、交野市がウォーターＰＰＰ等を導入する場合、参入意欲のある企業

が複数社、確認できたため、ウォーターＰＰＰの導入は可能であり、官民連携事業方式について

は、より多くの企業が希望する「レベル 3.5 更新支援型」が望ましい。 

また、追加アンケート結果より、対象施設として雨水施設（雨水管路及び雨水調整池）を希望

する企業は 1 社のみであり、ウォーターＰＰＰの対象施設から除外することが望ましい。上下水

道一体での実施については、「水道管路維持管理等業務」をウォーターＰＰＰに含めた場合も、参

入意欲が低下しない企業が複数社、確認できたため、水道事業の一部業務を含める形で、上下水

道一体での実施が可能であると考えられる。 

3

2

4

0 1 2 3 4 5

その他

対応困難

対応可能

（企業数）


